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はじめに
歯科医療にお ける要介護高齢者に対する在宅サ ー ビス には ､ 歯科治療と専門的 口
腔清掃等の 口腔ケア注1に大別される｡ 財 団法人医療経済研究機構が 1997年 1月 に
｢平成8 年度在宅寝たきり老人の 口腔ケアの 実態及び支援体制に関する調査+､1998
年 1 月 に｢社会福祉施設等に対する歯科訪問診療の 実態調査+を行 っ ており､ 2004
年 3月 に は財 団法人 8020推進財団が行 っ た｢健康 日本 21関連歯科医療施設調査+
にお い て要介護高齢者 に対する専門的 口 腔ケア - の 取り組み に つ い て調 査して い
る｡
医療経済研究機構 による調査は 全国4地域の在宅要介護高齢者と､ 全国の郡市区
歯科医師会 ･ 市区町村 ･ 訪 問看護ステ ー シ ョン ･ 在宅介護支援センタ ー の 4 種類の 機
関を対象に ､ 200 0年の 介護保険制度の 開始以前 に行われた調査である｡ 8020財団
の 調査 は介護保険実施後の 2004年に全国の 日本歯科医師会の 一 般会員を対象に
行 われた調査 である｡ これらの調査結果から､ 要介護高齢者 - の訪 問歯科診療 ･ 専門
的 口腔ケア がどのように実施されて いるの か ､ 介護保険の 実施 によっ てどのように変化
したかを概観し､ 今後の 課題 に つ い て検討した｡
1. 在宅要介護高齢者の 口腔ケアの 実態及び ニ ー ズ
以下は財団法人医療経済研究機構による｢平成 8 年度在宅寝たきり老人の 口腔ケ
ア の 実態及 び支援体制に関する調査+の 在宅 要介護高齢者 に対する調査部分から
の 抜粋である｡
注1
"
口腔ケア
”
という用語は従来から看護の世界で使われてきた日本独自の 用語である｡
欧米の Or alhe alth car eは 口腔に関する疾患の 治療､ 予防 ､リハ ビリテ ー シ ョンなどを含
んでおり､ 日本の
"
口腔ケア
”
という用語は o ralcle a ning､ o r alhy gien e c areという口腔清
掃という意味合い が強い が ､ より広 い意味で使われている｡ 国民健康保険診療協議会
は｢口腔ケアとは ､ 要介護者に対して ､ 摂食､ 会話 ､ 呼吸機能の維持増進を目的に､ 口
腔疾患予防､ 誤礁性肺炎予防および 口腔リハ ビリテ ー シ ョ ンを施すことにより健康な長
寿を支援するケア である+と定義してい る｡(植 田 20 04)
19
<調査 の概要 >
全国 4地域(岩手県 S町 ､ 千葉県Ⅰ市､ 東京都 s牢､ 兵庫県 S郡)に在住の在宅要
介護高齢者 908人｡ ( 調査方 法 ･ 回収結果は 表1 - 表 4参照)
表1 対象地域 の概要
地域名 人 口(人) 面積(km 2)
高齢者割合(%)
65- 74歳 75歳以上
岩手県 S 町 31,8 13 2 39.2 6 1 0.9 6.9
千葉県Ⅰ市 42 7,9 93 5 7.44 5.9 3.6
東京都 s 区 31 5
,
7 05 22.69 9.2 6.1
兵庫県 S郡 23,72 7 30 7.51 14.5 1 0.4
資料‥｢住民基本台帳人 口要覧+平成 8年及び｢国勢調査報告+平成 7年版より作成
表 2 サンプ ル 数及びサンプ ル 抽出法
地域名 サンプ ル 数 サンプル 抽出方法
岩手県S町 265件 訪 問指導対象者リストで把握されて い る在
宅要介護高齢者(A - C ランク) 全数を対象
としたo
千葉県Ⅰ市 228件 市が把握して いる在宅 寝たきり高齢者及
びそれ に準ずる者 ､ 訪問歯科診療 の経験
者 ､ 訪問 口 腔衛生 指導経験者を対象とし
た｡
東京都S 区 314件 高齢者福祉手 当受給者名簿の 登 録者全
数(B､ C ランク中心 ､ 若干 A)を対象とし ､
314件を等間隔抽出したo
兵庫県S郡 101件 訪問指導対象者リストで把握されて いる在
宅要 介護高齢者(B､ C ラン ク)及び保 健
婦 ･歯科衛生 士が把握して いる A ランクの
要介護高齢者を対象とした｡
表 3 調 査方法 一 期間
調査 票 の配布 ･ 回収 岩手県S町 ､ 千葉県Ⅰ市 ､ 東京都S 区で は ､ 郵送配布 ･
郵送回収 ､ 兵庫県 S 郡の み保 健婦または歯科衛生 士
の訪問 による直接配布 ･ 回収を行 っ た｡
記入方法 基本的に対象高齢者本人が記入するものとしたが ､ 寝
たきりなどの事情で記入 が困難な場合は介護者が代理
回答するものとした. また ､ 一 部の 質問に つ い ては介護
者を対象に尋ねたo
■調査期間 平成 9(197) 年3月 30 日 - 平成 9年 5月 31日
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表 4 回収結果
山
発送 ･ 配布(件) 有効回答数(件) 回収率(%)
右 手県S町 265 185 69.8
千葉県Ⅰ市
I
...-上. . _
228 164 71.9
東風 都s 区 314 220 70.1
兵庫県 S郡 101 99 98.0
合計 908 668 73.6
< 調査結果の概要 >
① 回答者の概要
･ 調査票の 記入者は｢家族+が 71.7% を占めてい る｡
･ 対象高齢者の年齢は ､8 0歳以上が 60.2%と､ 後期高齢者が半数以上を
占める｡
･ 生活 場所 は｢自宅+が 91.9%であり､ 同居家族 の 人数は 3 人以 下 が
50.9%である｡
･ 家族構成をみると､ ｢独 居+が3.1% ､ ｢配 偶者と子ども+が 18.9%であり､ 高
齢者の み の 世帯が 22.0%となっ てい る｡
② 日常生活 の現状
･ 要介護の 原 因となっ た疾患は ､ ｢脳卒中+が24.3% と最も多く､ 次 い で｢老
人痴呆(ぼけ)+が20･7% ､ ｢けがや骨折+が18.0% となっ ている｡
･ 日常生活 における自立度は､ ｢手洗 い ､ 食事 ､ 着替えなどに手だす けが
必要で ある(Cランク)+が35.5% ､ ｢手だす けは必要だが座ることは できる(B
ランク)+が34･6%と､ 要介護度が比較的高い 場合が多い ｡
･ 要介護となっ てからの 期間は1年以上 が85.5%を占めており､ ｢10年 - 20
年未満+｢20年以上+と10年以上 の長期にわたる場合も15.2%ある｡
･ 老人痴呆(ぽけ)の有無 に つ い て は ､ ｢身近な人 の顔がわからなくなること
がある+が23･2%､ ｢排個をして ､ 周りの者を心配させることがある+が6.1%
となっ て いる｡
③ 歯や 口 の 手入れや食事の 現状
･ 日常の 口腔ケアにおい て手だす けが必要な人の 割合をみると､うがいが
51･8%､ 歯み がきが3 7.6% ､ 入れ歯の 取り外しが25.6% ､ 入れ歯の清掃が
55.6%となっ て いる｡
･ 歯みがきの 頻度は ､ ｢1日に1 - 2回+が47.0%を占めるが ､ ｢ほとんど歯みが
きはして いない+とする人も写5.1%ある. また ､ 要介護度が高い ほど歯磨き
の頻度は低くなり､ ｢手洗い ､ 食事 ､ 着替えなどに手だすけが必要 である(C
ランク)+では36.7%が｢ほとんど歯みがきは してい ない+として いる｡
･ 入れ歯を｢い っも使っ ている+とする人は56.3%であるが ､ ｢持っ て いるが ､
ほとんど使っ ていない+とする人も15.7%となっ ている｡ また､ 要介護度が高
い ほど｢持 っ て いるが､ ほとんど使っ て いない+とする人の 割合が高くなっ て
いる｡
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･ 入れ歯の 清掃 の 頻度は ､ ｢1日 に3回以上+が16.9% ､ ｢1日 に1 - 2回+が
60.6% となっ ており､ ｢ほとんど洗 っ て いない+とする人は2.1%である｡
･ 食事にろい て は ､ ｢ふ つうの ごはんを食 べ て いる+が49.4%で あり､ 次い で
｢ごはんをや わらかくたい て食 べ ている+が30.8% となっ て いる｡ また ､ 要介
護度が高い ほど｢お かゆや流動食をとっ て いる+とする割合が高くなっ てい
る｡
･ 食事 の 際の 介助 の要否 に つ い ては｢自分ひとりで食事 ができる+とする人が
49.0%であり､ 全面的に介助を必要とする人は14.4%である｡
④ 歯科治療の状況
･ か かりつ けの 歯科医師の有無に つ い て は ､ ｢い つ も行く歯医者が決まっ て
いる+とする割合は 51. 9%である｡ また ､ か かり つ けの歯科医師が決まっ て
いる割合は ､ 要 介護度が高い人 ほど少なくなっ て いる｡
･ 歯の 治療が必要だと思 っ たことが｢ある+とする人 は 50.9%で あり､ その 際
の 対応としては｢家族が つ きそ っ て歯医者 - 行 っ た+が 38.8% ､ ｢歯医者に
家にきてもらっ た+が14.1% ､ ｢保健婦や訪 問看護婦 に相談した+が 13.5%
となっ て いる ｡ また ､ 要 介護度が高くなるほど ､ ｢歯 医者 に家 にきてもらっ
た+｢保健婦 や訪問看護婦に相談した+が多くなる傾向にある｡
･ 最近歯医者に かか っ た時期は｢4年以上前+が 33.4% と最も多い が ､ ｢歯医
者にかか っ たことは ない+とする人も 15.9% いる｡ この 理由として｢歯の 治療
は 必要ない+が43.4%と最も多い 他 ､ ｢歯や 口 の 中の ことは あきらめ て い る+
が 17.0%みられる｡
･ 自由回答で は ､
"
外 出できない ために在宅で治療できると良い
”
､
"
歯医者
に行こうとしても ､ 段 差 があっ たり車椅子が 入らなか っ たりして 行きにくい
”
などの歯科診療 - の アクセ シビリティに関わる悩 みや 要望 が多くあげられ
て いる｡
⑤ 歯や 口 の ことで 困 っ ていること
･ 現 在､ 歯や 口 の ことで 因 っ て いることを尋ね たところ､ ｢食 べ 物がか み にく
い+が 20.8%､ ｢入れ歯があっ て い ない+が 16.9%､ ｢食 べ 物が歯にはさま
りやす い+が 1 4.8%と多くあげられて い るが ､ ｢特 に 因っ て いることはない+
も36.2%ある｡
･ 自 由回答で は ､ 歯や 口 の 手入 れ に関して 困 っ て いることとして ､
"
義歯が
あわない
”
､
"
歯みがきがしにくい
” "
寝たきり状態の 場合うが い ができず 口
臭がするが ､ 完全な洗浄ができない
”
などがあげられて いる｡
⑥ 介護者 の現状
･ 普段主 に介護 にあた っ て いる人は ､ ｢嫁+が25.0% ､ ｢妻+が23･10!o､ ｢娘+が
22.0%で ある｡
･ 主な介護者の年齢は､ 5 0歳以 上が73.5%であり､ 中でも70歳以上が
26.5%と､ 介護者も高齢で ある場合が多い ｡
⑦ 要介護高齢者の 口腔ケア に関する介護者の意識
･ 介護者に要介護高齢者 の 口腔ケア に関して困 っ て いることを尋 ねたとこ
ろ ､ ｢特に因 っ て いることはない+が48.7%であっ た｡ 困 っ て いることとして
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は ､ ｢家にきてくれる歯医者がいない+が9.1%､ ｢困っ たときにどこに相談
すれ ばよい かわからない+が5.5% となっ て いる｡
･ 口腔ケア に つ い て の 相談相手 は ､ ｢歯医者+が31.7% ､ ｢保健婦 ･ 訪問看
護婦+が23･4% と多く､ 特 に要介護度が高い ほど｢保健婦 ･ 訪問看護婦+の
割合が高くなっ て いる｡
･ 歯や 口の 手入れに関する指導や講習会などの経験 の有無 に つ い ては ､
｢特に教えてもらっ たことはない+が43.6% となっ て いる｡ 経験がある場合に
は ､ ｢歯医者が教えてくれた+が21.6% と最も多く､ 次 い で｢保健婦や看護
婦 が教えてくれた+が11.4% ､ ｢歯科衛生士が教えてくれた+10.8%となっ
て いる｡
･ 歯や 口 の 手入れ で望むことに つ い て は ､ ｢必要なときに治療が受 けられる
こと+が48･7% と最も多く､ 次い で｢歯 医者 - の 送り迎 えを行 っ てくれること+
が18･4% ､ ｢歯や 口の 健診を行 っ てくれること+が18.1% となっ て い る｡
2. 要介護高齢者 - の訪 問歯科診療 ･ 口腔ケア の 実施状況
1997年に行われた医療経済研究機構 の｢平成 8年度在宅寝たきり老人の 口腔ケア
の 実態及び支援体制 に関する調査+の 機 関調 査から郡市区歯科医師会分 ､ 1998年
に行 われた 医療経済研究機構 の｢社会福祉施設等に対する歯科訪問診療の実態調
査+､ 2004年 に行 われた8020推進財 団の｢健康日本2 1関連歯科医療施設調査+から
専門的口 腔ケア に関する部分 を抜粋し､ 歯科医療施設が行 っ て いる要介護高齢者に
対 する訪問歯科診療お よび専門的 口腔ケアの 実施状況を比較する｡
< 調査 の概要 >
表5一 表7に各調査 の概要を示す .
表5 医療経済研究機構｢平成8年度在宅寝たきり老人の 口腔ケア の 実態及 び支援体
制に関する調査+の概要
調査対象 ･抽出方法注2 郡市区歯科医師会
日本歯科医師会が保有する郡市区歯科医師会リストより400
件を無作為抽出
調査票 の配布 ･ 回収 郵送配布 ･郵送回収(回収期限前に督促状を送付)
調査票の 記入方法 在宅歯科診療担当の理事 ､もしくはそれに準ずる者を回答
者の属性 に指定
調査期間 平成9(1997)年3月30日 ⊥ 平成9年5月31日
回収結果 発送 400件
有効回答数 259件
回収率 64.8%
資料:医療経済研究機構｢平成8年度在宅寝たきり老人 の 口腔ケア の 実態及び支援体制に 関
する調査+報告香
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塵表6 医療経済研究機構｢社会福祉施設等に対する歯科訪問診療 の 実態調査+の 概
要
f 一 次調査
f調査対象 老人保健施設 および特別養護老 人ホ ー ム の全数
調 査時期 平成10(1998) 年1月
調査方法 郵送配布 ･ 郵送回収
回収率 特別 養護老人ホ ー ム
発 送数 3,201回収数 2,147回収率 67.1%
老 人保健施設
発 送数 1,742回収数 1,139回収率 65.4%
計
発送数 4,943回収数 3,286回収率 66.5%
二 次調査
調査対象 老人保健施 ･特別養護老人ホ ー ム
･ 都道府県別65歳以上人 口 に応じて ､ 合計400施設となる
よう､ 都道府県別 の抽出対象施設数を決定した
･ 一 次調査 の 回容を得られた老人保健施設 および特別養
護老人ホ ー ム に つ い て ､ 都道府県別 に｢訪問歯科診療
の平成8年度の 延 べ 訪問回数+の多い 順に対象施設を
抽出した
歯科医療機関
･ 都道府県別65歳以上人 口 に応じて ､ 合計600施設となる
よう､ 都道府県別 の 抽出対象施設数を決定した
･ 一 次調査 の 回答を得られた老 人保健施設および特別養
護老人ホ ー ムにつ い て ､ 都道府県別 に｢訪問歯科診療
の 平成8年度の 延 べ 訪問回数+の 多い順に対象施設を
抽出し､ そ の 施設が記入 し
■
て いる歯科医療機関を対象と
した
調査時期 平10(1998) 年3月
調査方法 郵送配布 ･郵送回収
回収率 特別養護老人ホ ー ム
発送数 230総回収数 141回収率 61.3%
老人保健施設
発送数 170総回収数 113回収率 66.5%
歯科医療機関
発送数 600総回収数 333回収率 55.5%
資料:医療経済研究機構｢社会福祉施設等に対する歯科訪問診療の 実態調 査+報告書
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塵表7 8020推進財 団｢健康日本21関連歯科医療施設調査+の 概要
調査対象 ･抽出方法 日本歯科医師筆の 一 般会員
日本歯科医師会の 一 般会員名簿から順序抽出(抽出率
1/10)した5,285名 の歯科医師
調 査方法 郵送法による質問紙調査
調査期間 2004年3月9 日 調査票発 送
3月18 日督促 ハ ガキ発送
3月25 日回収(投函)締切日
回収結果 調査票 の発送数 5
,
285
調査票が配達できなか っ たもの 11
調査対象者数 5,274
回収数 2,165
回収率 41.1%
資料‥8020推進財団｢健康 日本21関連歯科医療施設調査+報告書
訪問歯科診療および専門的 口腔ケア の 実施者に対する調査は ､ 歯科医療医療経
済研究機構 の調 査は郡市区歯科医師会と歯科医療機関､8 020推進財 団の 調査は 日
本歯科医師会 の 一 般会員と対象が異なっ ているが ､ いずれも調査票の記入者は歯科
医院を代表する歯科医師であり､ ほ ぼ同等の属 性を持 つとみられる｡
< 調査結果 の概要 >
以下は各調査の結果の概要の 抜粋で ある｡
医療経済研究機構｢平成8年度在宅寝たきり老人 の 口腔ケアの 実態及び支援体制に
関する調査+
① 在宅要介護高齢者の歯科診療に対する取り組み の状況
･ 郡市区歯科医師会では｢歯科医師会として取り組んで いる+が57.1%であ
る注
2
｡
･ 郡市区歯科医師会につ いて は ､ 担当地 区が『市区のみ』の 場合､ ｢地域の
歯科医師会として取り組んで いる+とする割合が75.9%と高いが ､『町村の
み』の 場合に は｢歯科医師会として の取り組 みはない が ､ 地域の 開業医が
個別 に対応している+が70.6%となっ て いる｡ また､ 会員数が多くなるほ
ど､ 歯科医師会として の取り組みがなされている場合が多い 0
注2 市区町村で は｢歯科医師会としては取り組んでおらず ､ 地域の 開業医が個別 に対応し
ている+が5 0･2%で あった｡ この 結果の差異は ､ 郡市区歯科医師会は複数の 市町村を所
管する場合があり､ 必ずしも1つ の 市区町村の みの 傾向を表しているわけではないため
と考えられる｡(医療経済研究機構｢平成8年度在宅寝たきり老人の 口腔ケアの 実態及
び支援体制に関する調査+報告書 8ペ1- ジ)
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② 行政 からの 支援 の状況
･ 歯科医師会の 訪 問歯科診療活動 に対する行政支援の 状況に つ いて尋ね
たところ､ 郡市区歯科医師会 アンケ ー トでは｢事業に対 して補助金がある+
が67･8% ､ ｢訪 問歯科診療機材の 支援がある+が56.9% となっ てい る注3｡
③ 歯 科医師会による訪 問歯科診療実施 の 現状
以 下の 回答は ､ 在宅要介護高齢者の歯科診療 に｢歯科医師会として取り組ん
で い る+と回答した郡市区歯科医師会の み の 回答結果 である｡
･ 訪 問歯科診療の 窓 口は｢保健所 ･ 市区町村保健セ ンタ ー +が53.4%と最も
多く､ 次い で｢市区町村役場+が47.7% ､ ｢歯科 医師会+が37.4%となっ て
い る｡
･ 訪 問診療機材の購入 に つ い ては ､ ｢市区町村が購入して い る+が55.7% と
最も多く､ ｢歯科 医師会 で購入 して いる+が32. % ､ ｢地域 の 開業医が独 自
に購入 して い る+が2 8.7% となっ て いる｡
･ 訪 問歯科診療を行うきっ か けは ､ ｢対象高齢者や家族からの 依頼+が
74･7% ､ ｢訪 問指導を行 っ て いる保健婦(士)･ 看護婦(士)からの 依頼+が
65･5% ､ ｢福祉所管課等からの依額+が41.4% となっ ており､ 行 政職員 の
関与が高い ｡
･ 訪 問診療を行う歯科医師の 選定 に つ い て は｢あらか じめ登録されて い る協
力歯科医師から選定して いる+が54.6% と最も多い ｡
･ 治療後のフォ ロ ー ア ップ に つ い ては ､ ｢患者や家族 に困 っ たときに連絡す
るよう伝えて いる+が61.5% と最も多く､ 次 いで｢保健婦(士)や訪 問看護婦
(士)が 口腔ケア を行 っ て いる+が34.5%､ ｢行政 の歯科衛生士 が継続的に
指導を行 っ て いる+が28･7%とな っ ている｡ また ､ 準絡協議会を開くなど具
体的な連携方策がとられ て いる場合 には ､ ｢行 政 の歯科衛生士 が継続的
に指導を行 っ て いる+とする割合が高い ｡
･ 在宅要介護高齢者の歯科診療に携わる会員など - の 研修は｢不定期に
行なっ て いる+が46.6% である｡ ｢定期的に行な っ ている+との 回答は
31･6%であり､ そのうち約7割が｢年1回+｢年2回+として いる｡
④ 関連機関の連携 の有無と方法
･ 郡市区歯科医師会ア ンケ ー トで は ､ 在宅要介護高齢者の 口腔ケア に関し
て連携を図 っ て い る機関として｢地域の歯科医院+｢市区町村保健セ ンタ
ー
+｢医師会+｢歯科衛生 士会+が多くあげられており､ 連携の 方法は｢必要
に応じて連絡をとり､ 連携を図っ てい る+が46.7% ､ ｢定期的に連絡協議会
をもっ て いる+が37.1%となっ て いる｡
注3 市区町村アンケ ー トでは｢特にない+が6 7.1% となっ て いる｡ こ の差異は注2と同様と
考えられる｡(同報告書 9ペ ー ジ)
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⑤ 連絡協議会の 開催状況
･ 郡市区歯科医師会ア ンケ ー トで は ､ 連絡協議会は｢開い て い る+が73.0%
であり､ 主な構成員としてあげられ て いるの は ､ ｢歯科医師+｢その他行政
職員+｢保健婦(士)+｢歯科衛生士+などである｡
⑥ 地域 ニ ー ズ - の対応 に つ いて の現状認識
･ 地域ニ ー ズ - の対応 に つ い てみると､ 郡市区歯科医師会アンケ ー トで は
｢ある程度は対応している+が54.4%､ ｢あまり対応 して い ない+が32.4%と
なっ ている注4｡
⑦ 口腔ケア - の今後の 取り組み意向
･ 郡市区歯科医師会ア ンケ ー トで は ､ ｢既に取り組ん で おり､ より充実させ て
い こうと考えて い る+が53.7% ､ ｢必要とは思うが ､ 特 に具体的な実施予定
はない+が25.5% となっ て いる｡ また､ 歯科医師会 の会員数別にみると､ 会
員数が少ない ほど今後 の取り組 みに つ い て 消極的な傾向がある注5, 注6｡
⑧ 在宅歯科診療実施 の 問題点
･ 郡市区歯科医師会 に在宅要介護高齢者の歯科診療を実施する上で の
問題点を尋ねたところ､ ｢介護者が 日常生活 の世話 に追われ ､ 歯や 口 の
事まで注意がまわらない+が52.9% ､ ｢要介護者の 診療が できる施設(保健
セ ンタ ー 等)がない+が48.9% ､ ｢高齢者本人や家族が歯科診療の 重要性
を認識して い ない+が46.0% ､ ｢患者を専門施設 に搬送する手段が確保し
にくい+が42.5%などが多くなっ て い る｡
･ 歯科 医師会 の 会員数別 にみると､ 会員数が少ない ほど｢要介護者の診療
が できる施設(保健セ ンタ ー 等) がない+｢高齢者本人や家族が歯科診療 の
重要性を認識 して い ない+｢介護者が世話 に追われ ､ 歯や 口の ことまで注
意がまわらない+が多くなる傾向にあり､ 逆に会員数が多いところでは｢患
者を専門施設 に搬送する手段が確保 しにくい+が 多くなるなど､ 会員数に
よっ て取り組み に差異があることがわかる｡
注4 市 区町村では｢あまり対応して いない+が48.0%､ ｢ある程度は対応している+ は34.7% と､
郡市区歯科医師会 に比 べ て ､ 対応が不十分との 見解を持 っ ている割合が高く､ 人 口規模
が大きいほど｢ある程度は対応して いる+が多くなっ て いる(前掲書 12ペ ー ジ)a
注5 市区町村では｢必 要とは思うが ､ 特に具体的な実施予定はない+が53.8%と最も多く､ 人
口規模が大きくなるほど｢既 に取り組んでおり､ より充実させていこうと考えている+とする割
合が多く､ 人 口規模が小さくなるほど｢必要とは思うが ､ 特に具体的な実施予定はない+と
する割合が多くなる傾向にある( 前掲書 12ペ ー ジ)0
注6 訪問看護 ､ ホ ー ム - ルプサ ー ビ ス の それぞれの 口腔ケア - の 関与意向は ､ ｢必要であり､
積極的に関与す べきである+が訪問看護80.8%､ ホ ー ム - ルプサ ー ビ ス 53.3%となっ てお
り､ 訪問看護や介護の場での 口腔ケア - の 関与意向は比 較的高いとい える｡ 但し､ ホ ー
ム - ルプサ ー ビス では ､ ｢必要とは思うが ､ 技術的に隈界がある+ は32.0%となっ ており､
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口腔ケア技術の 限界に不安を感じている状況がうかがえる(前掲書 12ペ ー ジ)0
⑨ 口腔ケア を充実させる上で の 課題
･ 郡市区歯科医師会 に 口腔ケアを充実させる上で の 課題を尋 ねたところ､
｢行政 の 経済的補助 ･ 支援の 充実+が47･2% ､ ｢要介護者の 診療ができる
施設 の 整備+が39･9% ､ ｢在宅ケアに 関わる専門職(保健 掛 訪問看護婦)
の意識啓発+が36･3% ､ ｢行政が実施する訪 問 口腔衛生指導の 充実+が
35.1% と多くなっ て いる｡
･ 歯科診療 の 実施状 況別 にみると､ 歯科医師会として取り組ん で いる場合
には ､ ｢要介護者の 診療が できる施設 の整備+｢対象高齢者の搬送 手段 の
確保+｢地域住民 - の知識 ･情報 の 普及+などが取り組み のない 場合に比
べ て多い o - 方 で ､ 歯科医師会として の 取り組 みがない 場合に は ､ ｢訪 問
診療に応じる歯科医師の 確保+｢訪 問診療機器 の整備+｢行政の経済的補
助 ･ 支援の 充実+が多く､ 歯科医師会として取り組みを始め て いるところと
始めて いないところによっ て ､ 課題として捉えられ て いるものが 異なっ て い
る｡
医療経済研究機構 の歯科医師会や行政を対象とした機関調査 で は ､ 1997年 の 時
点です で に ､ 約 50%の 市区町村が在宅要介護高齢者 - の 訪 問歯科診療や 口腔ケア
に取り組ん で いた
o しかし､ 実施 状況や支援体制 の 整備は 市 区町村の人 口 規模 によ
つ て差があっ たことがわかる｡
医療経済研究機構｢社会福祉施設等に対 する歯科訪問診療の 実態調査+
- 次調査結果
① 歯科医療機関との協力関係 の有無
･ 老人保健施設および特別養護老人ホ - A
_
の 全数を対象にした 一 次調査
結果 によると､ 協力歯科医療機関等を定めて い る施設 の 割合は ､ 老人保
健施設で は 95･8%と 9 割以上が協力歯科医療機関を持 つ の に対し､ 特
別養護老人ホ ー ム で は 47.3%と半数に満たない ｡
･ また ､ 老 人保 健施設 ､ 特別養護老人ホ ー ムともに ､ 現在 ､ 協力歯科医廉
機関等を定めて いない 施設 のうち 66･0%は ､ 今後も歯科診療等を依頼す
る歯科医療機関を持 っ 計画 はないとしており､ 歯科医療機関を持 っ 具体
的な計画がある施設 は 2.3%に過ぎない ｡
② 訪問歯科診療 ･ 訪問歯科衛生指導の 実施状況
･ 入 所者が 訪 問歯科診療を受けて い る施設 の 割合は 老人保健施設 で
52
･3%､ 特別養護老人ホ ー ム で 52･2%であり､ ともに過半数の施設で 実
施されて い る｡ また ､ 訪 問歯科診療に加えて ､ 入所者が訪問歯科衛生指
導を受けて いる施設 は 16.0%で あっ た｡
二 次調 査結果
① 老人保健施設 ･ 特別養護老人ホ ー ム調査結果
28
ア)協力歯科医療機関/嘱託歯科医療機関との 関係
･ 老人保健施設 では ､ 併設 ･ 併設以外を併せて9割以上が協力歯科医療機
関を持 っ て いるの に対し､ 特別養護老人ホ ー ムでは ､ 嘱託歯科医療機関
を持 っ て い るの は ､ 併設 ･ 併設以外を併せ て約半数と少なくなっ てい る｡
･ 協力歯科医療機関又 は嘱託歯科医療機関を持 っ て いる場合 ､ その施設
数は ､ 老人保健施設 ､ 特別養護老人ホ ー ムとも4分の3以上が｢1施設+で
あるが ､ 老人保健施設で は ､ 複数の協力歯科医療機関を持 っ て いる施設
も15.20/.あり､ 特別養護老人ホ ー ムより複数の歯科医療機関を持 つ 割合
が高い ｡
･ 老人保健施設および特別養護老人ホ ー ム の いずれ の 施設 にお いても､
調査項 目として挙げた全ての 業務 に つ い て実施率が1割以上となっ てお
り､ 協力歯科医療機関/嘱託歯科医療機関に幅広い業務を依頼して いる
ことがうか がえる｡
･ 具体的にみ ると､ 老人保健施設 ､ 特別養護老人ホ ー ムとも､ ｢訪問歯科診
療+｢入所者の外来歯科診療(保険診療で行うもの)+の 実施 率が高く､ 老
人保健施設 で は次い で｢訪問歯科衛生指導(保険診療で行うもの)+､ 特別
養護老人ホ ー ム では｢口腔ケア等の 保健指導(保険診療以外)+の実施率
が高い ｡
･ 老人保健施設 ､ 特別養護老人ホ ー ムとも､ 入所者の かかりつ け歯科医師
との連絡 ･ 調整は｢特 に連絡 ･ 調整は行 っ て いない+施設が過半数を占め
る｡
･ 連絡 ･調整を行 っ て いる場合の連絡調整方法は ､ ｢施設職員を通じて 入
所者の かかりつ け歯科医師から連絡 ･ 引継+が､ 老人保健施設(18.1% )､
特別養護老人ホ ー ム(27.4%)とも最も多か っ た｡
･ 老人保健施設 ､ 特別養護老人ホ ー ムとも､ ｢精勤 のための 予算 ･ 人員 ･ 施
設設備が不十分である+が最も多く､ 老人保健施設 の22.9%､ 特別養護
老人ホ ー ム の30.1%が問題点として挙 げている｡
･ 老人保 健施設 では ､ 次いで｢積極的に 関わっ てくれる歯科医療機関が少
ない+｢協力歯科医療機関と家族 ･ 本人の 意識が異なる+という問題 点がそ
れぞれ15.2%と多く挙げられて いるの に対し､ 特別養護老人ホ ー ム では ､
次いで｢高齢者歯科に十分対応 できる歯科医療機関が少ない+という問
題点が20.5%と多く挙げられ て いる｡
･ 老人保健施設 の86.7%､ 特別養護老人ホ ー ム の68.8%が｢出来る限り協
力歯科医療機関/嘱託歯科医療機関を持 つ べ きである+と考えており､ 訪
問歯科診療を行っ て いる施設で は ､ 協力歯科医療機関/嘱託歯科医療
機関の必要性が 強く認識されて いることがうかがえる｡
イ) 歯科訪問診療の 実態
･ 訪 問歯科診療が実施されて いるの は ､ 老人保健施設で は94.7%､ 特別養
護老人ホ ー ムで は95.0%と､ 回答が あっ た老人保健施設 ･特別養護老人
ホ ー ム の9割以上で訪問歯科診療が行われて いる｡
･ 訪 問歯科診療を実施して い る歯科医療機関数 は ､ 老 人保健施設 の
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87･ 9% ､ 特別養護老人ホ ー ム の 95.5%が｢1 施設 の み+であるとして い る｡
一 方 ､ 老人 保健施設 では｢2 施設以上+の 歯科 医療機関が訪問歯科診療
を実施して いる場合が 12･1% あり､ 特別養護老人ホ ー ム(4.5%)よりも高い
割合となっ て い る
訪 問歯科診療の頻度は老人保健施設 の 79.4% ､ 特別養護老人ホ ー ム の
8 4･3%が｢概ね 一 定 の 間隔で行なわれて いる+として いる｡
概ね 一 定 の 間隔 で訪 問歯科診療が行われて いる場合 ､ 訪 問歯科診療の
頻度は ､ 老人保 健施設 ､ 特 別養護老人ホ ー ムとも過 半数の 施設 が｢週 に
1 回+ である｡
訪 問歯科診療 1 回あたりの 歯科 医療機 関側 の 職 貝数に つ い て ､ 職種別
に みたところ ､ 歯科医師は ､ 老 人保 健施 設 ､ 特別養護老人ホ ー ムとも ､ 9
割以上が ､ ｢1 人+である｡
歯科衛生 士 は ､ 老人保健施設 の 57.0% ､ 特別養護老人ホ ー ム の 41.8%
が｢1 人+で 最も多い が ､ ｢0人+というのも老人保健施設 の 2 4.3% ､ 特別養
護老人ホ ー ム の 33.6% ある｡
歯科技 工 士 は ､ 老人保健施設 ､ 特別養護老人ホ ー ムとも 9 割以上 が ､ ro
人+である｡
そ の他 の 職員を連れ て いくケ ー ス は ､ 老人保 健施設 ､ 特別養護老人ホ ー
ムとも 15%程度あるが ､ その 場合の職種は ､ 看護婦(5 施設)､ 歯科助手(5
施設)等であっ た｡
訪 問歯科診療1回あたりの 歯科医療機関の合 計人数は ､ 老人保健施設 ､
特別養護老人ホ ー ムとも｢2人+が最も多く､ 老人保健施設 の 52.3% ､ 特別
養護老人ホ ー ム の 41.8% を占める｡
訪 問歯科診療を実施する場所 は ､ 老人保 健施設 で は｢医務室 で の み行
う+が33･6%と最も多く､ 次 いで｢基本 的には 医務室で行うが必要に応じて
ベ ッドサイドで行う+が27.1% と多い ｡
特別養護老人ホ ー ム で は ､ ｢医務室 での み行う+(26･9%)｢基本的に右耳医
務室 で行うが必要 に応じて ベ ッドサイドで行う+(26.9%)がそれぞれ 同じ割
合であり､ 最も多か っ た｡
その 他 の 場所で行う場合は ､ ｢歯科診療車+(lo件)､ ｢理 ･ 美容室+(9件)､
｢歯科診療室+(7件)等があっ た｡
老人保健施設および特別養護老人ホ ー ム の い ずれ の施設 にお い ても ､
調査項 目として挙げた全ての 診療行為につ い て実施率が3割以上となっ
ており､ 診療内容は幅広 い ことがうか がえる｡
具体的にみると､ 老 人保 健施設 ､ 特別養護老人ホ ー ムとも､ 9割以上 の施
設 で｢義歯の 調整 ･ 修理+｢義歯の作成+が行われ て いる｡ また､ 特別養護
老人 ホ ー ム では ､ 4分の3 の施 設で｢う蝕 ､ 歯周疾患の治療+｢抜歯+も行わ
れて いる｡
一 回 の訪 問あたりの診療人数と診療内容との 関係をみると､ 一 回の 訪問
あたりの診療人数が多い施設 ほど､ ｢歯の検診+｢口腔ケア の 指導や食事 ･
栄養指導+の 実施率が高くなっ て いる｡
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･ 同様に ､ 1人あたりの 診療所要時間と診療内容との 関係 をみると､ 1人あた
りの診療所要時間が短 い施設ほど､ ｢歯の 検診+の 実施率が高く､ 1人あた
りの診療時間が長 い施設 ほど｢う蝕 ､ 歯周疾患の治療+｢抜歯+の 実施率が
高い ｡
ウ) 訪問歯科衛生指導の 実施状況
･ 訪 問歯科衛生指導は ､ 老人保健施設 の 64.5% ､ 特別養護老人ホ ー ム の
55.2% で実施されておらず ､ 実施されているの は ､ 老人保健施設 ､ 特別秦
護老人ホ ー ムとも 2 割に満たない ｡ 実施されて いる場合､ 特別養護老人ホ
ー ム で は 12.7% ､ 老人保 健施設で は 7.5%の 施設 で｢概ね 一 定の 間隔で
訪問歯科衛生指導が行われて いる+として いる｡
･ 概ね 一 定の 間隔 で訪 問歯科脅生指導が行われてい る場合､ その 間隔は ､
老人保健施設 ､ 特別養護老人ホ ー ムとも｢週 に1回+が 3分の 1以 上と最も
多い ｡
･ 訪問歯科衛生指導における個別指導の実施状況 に つ い て みると､ ｢要介
護者 に対し､ 個別 に指導して いる+の は老人保健施設 の 66.7% ､ 特別養
護老人ホ ー ム の 65.2%であり､ 老人保健施設 ､ 特別養護老人ホ ー ムとも6
割以上の 施設で 要介護者に対する個別指導が 実施され て いる｡ ｢介護者
に対し､ 個別 に指導して いる+の は老人保健施設 の 41.7% ､ 特別養護老
人ホ ー ム の 30.4% であっ た｡
･ 集団で の指導の 実施状況 に つ い て みると､ ｢指導が必要な介護者に集ま
っ てもらい ､ 集団で指導して いる+ケ ー ス は老人保健施設 ､ 特別養護老人
ホ ー ムとも皆無だが ､ ｢指導が必要な要介護者 に集まっ てもらい ､ 集団 で
指導して い る+の は 老 人 保 健 施 設 の 8.3% ､ 特 別 養護老人 ホ ー ム の
13.0% であっ た｡
0) 施設の歯科 医療等
･ 訪 問歯科診療では 対応しきれない場合等 ､ 入所者に歯科治療の 必要 が
ある場合の 対応は ､ 老人保健施設 では｢家族に依頼し外来診療に連れて
い っ てもらう+が45.1%と最も多く､ 次 い で｢施設職員が付き添っ て外来 に
連れて いく+(3 8.9%)が多い o
･ 一 方 ､ 特別養護老人ホ ー ム では｢施設職員が付き添 っ て外来診療に連れ
て いく+が6 6.0%と最も多く､ ｢家族に依稀し外来診療に連れて い っ てもら
う+の は5.7%に過ぎない ｡
･ 施設職員が付き添 っ て入所者を外来診療に連れて いく場合､ 付き添 っ て
いく職員は ､ 老人保健施設および特別養護老人ホ ー ムとも過半数が｢看
護婦(士)･ 保健婦(士)+であり､ 次い で｢介護職員+が多い ｡
･ 施設職員が付き添 っ て入所者を外来診療に連れて いく場合､ 連れ ていく
歯科医療機関は ､ 老人保健施設で は｢入所者の か かりつ け歯科医師+が
52.3%と最も多い の に対 し､ 特別養護老人ホ ー ムで は｢近隣の歯科医療
機関など､ 通 院介助をするの に適当な歯科医療機関+が 51.6%と最も多
い ｡
･ 入所者の歯科治療で 困っ て いることとして最も多く挙げられたの は ､｢本人
や家族が歯科診療や 口腔ケア に 関心がない ため に苦労する+であり､ 老
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人保健施設 の 31.9% ､ 特別養護老人ホ ー ム の 24.8%が 指摘してい る｡
･ また ､ 特別 養護老人 ホ ー ム で は ､ 次い で｢高齢者歯科を専門に行う歯科
医療機 鮎ミないため ､ 苦労す る+が 17.0% と高くな っ て いる｡
･ その 他 ､ 因 っ て いることとして ､ 訪問歯科診療 の 限界､ 外 来 で利 用する歯
科医療機関 の 施設設備上の 問題 ､ 日常業務 にお ける 口 腔ケア の 問題 ､
入所者の身体状況 に合わせた歯科診療 ､ 口腔ケアの 難 しさ等が挙げられ
た｡
② 歯科医療機関調査結果
ア) 職員数
･ 調 査 対象とな っ た歯 科 医療機関 の職員構成 をみると､ 歯科 医師は ､
48･ 9%と約 半数の 医療機関が 1人 である｡ 歯科衛生 士 は ､ ｢2人+とo人+
がそれぞれ 22.5% と同数 で最も多い ｡ 歯科技 工 士 は ､ 60.4%と過 半数が
｢o人+としており､ 次い で｢1人+が 23.4%と多か っ た｡
･ 合計の 職員数は ､ 5 人以下 の施設 が全体の 4割弱(37.8% )であっ た｡
イ) 老人保 健施 設との かか わり
･ 老人保健施設 の｢協力歯科医療機関+になっ て いるの は ､ 61.3% である｡
･ 協 力歯科医療機関にな っ た経緯は ､ ｢老 人保 健施 設 から直接依頼され
た+が 74.5% と圧倒的 に多 い ｡
･ 協力歯科医療機関になる際の確認や契約の 方法は ､ 43.8%が｢書面 によ
る確認や契約等を行 っ た+として い る｡ ｢特 に確認等は 行 っ て いない+とい
う歯科医療機関も23.6%ある｡
･ 協力歯科 医療機関として受け取 っ て いる嘱 託料や顧問料等の 報酬 に つ
い て は ､ ｢特 に報酬 は受 け取 っ て い ない+が 8 4.1%と圧倒的に多い ｡ ｢定
期的に定額の報酬を受け取 っ て いる+の は ､ 18件(8.7% )であっ た｡
･ 協力歯科 医療機関として の 業務内容として は ､ 94.7%が｢訪 問歯科診療+
を行 っ ており､ その 他｢訪 問歯科衛生指導+(59.
‾
1%)｢入 所者の 外来歯科
受診+(47.6% )等の 実施率が高い ｡
･ 入所者の かかりつ け歯科 医師との連絡 ･ 調整に つ い て は ､ ｢特に連絡 ･ 調
整は 行 っ て いない+施設 が ､ 69.7%と最も多く､ ｢直接入所者の かかりつ け
歯科医師から連 絡 ･ 引継を受 ける+｢施設職員を通じ入所者の か かりつ け
歯科医師から連絡 ･ 引継を受 ける+をあわせ ても ､ か かりつ け歯科医師から
の 連絡 ･ 引継を受けて いるの は ､ 2割に満たない ｡
･ 老人保健施設 にお いて協力歯科医療機関が役割を果たす上での 問題点
は ､ ｢活動 の ため の 予算 ･ 人員 ･施設設備が不十分+が 48.6%と最も多く､
約半数 の歯科医療機関が指摘して い る｡ 次 い で｢施設 の 経営者や専門
職 ･ 本人 ･ 家族の 理解を得ることが困難+(28.8%)､ ｢高齢者歯科医療など
に つ い て の歯科医療機関側 の知識 ･技術の 不足+(24.5%)等が多い ｡
ウ) 特別養護老人 ホ ー ムとの かか わり
･ 特別養護老人ホ ー ム の 入所者の歯科診療や歯科保健活動を行うため
に ､ 特別養護老人ホ ー ムと何らか の 契約関係を結ん で いるの は ､ 34.8%
であり､ 過 半数(54.1% )の歯科医療機関は契約関係等を結んで いない ｡
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･ 特別養護老人ホ ー ムと契約 関係等を結んで入所者の歯科診療や歯科保
健活動を行 っ て い る場合､ その経緯は ､ ｢特別養護老人ホ ー ム から直接
依頼された+が61.2% と圧倒的に多い ｡ 次い で｢当医院の歯科医師から申
し出た+が15.5%と多くなっ て いる｡
･ 入所者の歯科診療や歯科保健活動を行うにあたっ て ､ 特別養護老人ホ
ー ムとの 問で交わした業務内容 の確認や契約方法に つ いては ､ ｢口頭 に
より確認を行 っ た+が44.5%と最も多く､ 次いで｢書面による確認や契約を
行 っ た+(31.1% )が多い ｡ ｢特に確認等は行 っ て い ない+も21.0%あっ た｡
･ 特別養護老人ホ ー ムから受 け取る嘱託料 ･ 顧問料等の報酬に つ い て は ､
73.1%が｢特に報酬は受け取っ てい ない+として いるo ｢定期的に定額の報
酬を受け取 っ て いる+の は21.0%である｡
･ 特別養護老人ホ ー ム にお ける業務に つ いて は ､ 老人保健施設 における
業務内容と同様に ､ 91.6%が｢訪問歯科診療+を行 っ ており､ その他 ､ ｢訪
問歯科衛生指導(保険診療内)++(67.2% )､ ｢入所者の外来歯科受診+
(49.6%)等の 実施 率が高い ｡
･ 入所者の かかりつ け歯科医師との連絡 ･調整 に つ い て は ､ 老人保健施設
と同じく､ 65.5%が｢特 に連絡 ･調整 は行 っ て いない+として いる｡ ｢直接入
所者 の かかりつ け歯科医師から連絡 ･ 引継を受ける+｢施設職員を通じ入
所者の かかりつ け歯科医師から連絡 ･ 引継を受ける+をあわせても､ か かり
つ け歯科医師からの連絡 ･ 引継を受けて い るの は ､ 約4分の1である｡
･ 特別養護老人ホ ー ム におい て ､ 歯科医療機関が役割を果たす上で の 問
題点は ､ 老人保健施設と同じく､ ｢活動 のための 予算 ･ 人員 ･ 施設設備 が
不十分+が46.2% と最も多く､ 約 半数の 医療機関が指摘して いる｡ 次い で
｢施設の 経営者や専門職 ･ 本人 ･ 家族の 理解を得ることが困難+(32.89%)
が多い ｡
エ)歯科訪 問診療の実態
･ 95.2%が ､ 特別養護老人ホ ー ムや老人保健施設を対象に訪 問歯科診療
を実施して いる｡
･ 訪問歯科診療を実施して いる場合､ その施設数は56.2%と過 半数が｢1ケ
所+であり､ 実施施設数は平均2.0施設 である｡
･ 訪問歯科診療を行うようになっ た経緯は ､ ｢施設 が個別 に依頼 してきた+が
58.4% と最も多く､ 約6割を占める｡ 次い で ､ ｢当医院から申し出た+
(12.0%)｢施設から歯科医師会を通じて依頼された+(9.5%)等の経緯が多
くなっ て いる｡
･ 訪問歯科診療の頻度は､ 74.8% と全体の 約4分の3の 施設が｢概ね 一 定の
間隔で行われて いる+として いる. ｢間隔 は 一 定で はない+の は24.9%であ
つ た｡
･ 概ね 一 定の 間隔で行われて いる場合､ 診療頻度は ､ ｢週 に1回+･が約半数
を占める｡
･ 訪問歯科診療1回あたりの 訪問人員は ､ 歯科医師は94.0%とほとんどが｢1
人+としている｡ 歯科衛生士 に つ いて は ､ ｢1人+が50.2%と約半数を占める
- 方で ､｢0人+も33.8% ある｡ 歯科技工 士 に つ い ては､ 97.2%とほとんどが
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｢o人+としてい るo その 他 の職員を連れて いくケ - スも26.5% あり､ その場
合の職 種は ､ ほとんどが歯科助手 であっ た｡
･ 1回あたりの訪 問人員の 合計 は ､ ｢2人+が47.0%と最も多く､ 次 い で｢1人+
(18.6% )が多い ｡
･ 訪問歯科診療を行う施設内の 場所 は ､ 47.3%と約 半数が｢基本的には 医
務室 で行うが必要 に応じて ベ ッドサイドで行う+として い る｡
･ 訪問歯科診療の際に携行する医療機器 に つ い ては ､ 90.2%が｢エ ンジ
ン+を､ 48･3%が｢ェ アタ ー ビ ン+を携行して いる｡ 携行して いる医療機器 の
保有者は ､ ｢エ ンジ ン+で は90.7% が､ ｢エ アタ ー ビ ン+では59.9%が 当医
院が保有 ･ 管理する機器 である｡
･ その他携行 して い る機器として は ､ ｢バ キ ュ ー ム+(15件)｢x線+(8件)｢超音
波スケ - ラ ー +(8件)｢コ ンプレ ッサ ー +(7件)｢ポ ー タブ ル ユ ニ ット+(6件)等が
あっ た｡
･ 訪 問歯科診療を行 っ ている施設数との 関係をみると､ エ アタ ー ビン ､ エ ン
ジ ンとも､ 訪問施設数が多くなるほど､ ｢当医院 が保有 ･ 管理する機器+の
割合が高くなっ て い る｡
ア) 訪問歯科衛生指導
･ 訪問歯科衛生指導(歯科衛生 士 の みが訪問し保 険診療で行うもの)は ､
62･5%の 歯科医療機関が｢実施していない+として い る｡
･ 訪問歯科衛生指導を実施 して いるのは ､ ｢概ね 一 定 の 間隔で訪問歯科衛
生指導が 行われて いる+｢訪 問間隔は 一 定で はない+をあわ せ て32.3%で
あり､ 約3分 の1の歯科医療機関が 実施して い る｡
･ 訪 問歯科衛生指導を実施して い る場合 ､ ｢概ね 一 定の 間隔 で訪 問歯科衛
生指導が行われて いる+の は43施設(18.6%)であっ た｡ その 場合､ 頻度
は ､ ｢週 に1回+が39.5%と最も多い ｡
･ 訪 問歯科衛生指導(歯科衛生 士 の みが訪問し保険診療で 行うもの)の 実
施 方法は ､ ｢要介護者に対する個別指導+が72.5%と最も多い ｡ ｢介護者
に対す る個別指導+も37.3%の 歯科医療機関が行 っ て い る｡
･ ｢指導が必要な要介護者 - の集団指導+は8件 ､ ｢指導が 必要な介護者 -
の集団指導+は4件あっ た｡
･ 1回 の訪 問あたりの 指導人数と訪問歯科衛生指導の 方法 の 関係をみる
と､ ｢指導が必要な要介護者 - の集団指導+を行 っ て いるケ ー ス(8件)のう
ち7件 は ､ 1回あたりの 指導人数が1 0人以下であっ た｡
･ 要介護者に対する個別指導の指導場所は ､ ベ ッドサイドが66.2%と最も多
く､ 次 い で｢医務室+(35.1%)が多い ｡
･ノ 介護者に対する個別指導の指導場所に つ い ても､ ｢ベ ッドサイド+が
65
･8%と最も多く､ 次い で｢医務室+(25.0%)が多い ｡
イ)平成9年1 2月 に請求した訪問歯科診療項目
･ 平成9年12月 に請求した訪 問歯科診療項目に つ いてみると､ い ずれの診
療報酬項目 に つ い ても4割以上 の 歯科医療機関が請求しており､ 幅広 い
診療が行われて いることがうか がえる｡
･ 特に ､ ｢基本診療科+(92.1%)｢歯冠修復 ･欠損補綴+(90.2%)｢在宅医療+
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(87.7% )に つ いて は ､ 9割前後 の歯科医療機関が請求して い る｡
･ その 内訳に つ いて みると､ ｢基本診療科+を請求して いる歯科医療機関で
は ､ 過 半数が｢再診料+(87.0% )｢初診料+(78.1% )｢障害者加算+(56.8% )
を請 求して いるo
･ 指導管理料を請求してい る歯科医療機関で は ､ ｢歯科 口腔疾患指導管理
料+(71.4% )｢歯周疾患指導管理料+(43.2%)等が多い ｡
･ 在宅 医療を請求してい る歯科医療機関ではでは ､ 4割以上が｢訪 問診療
科(Ⅱ)+(74.5% )訪 問診療科(Ⅰ)+(52.9%)｢寝たきり老人訪 問 口腔指導管理
料+(45.7%)｢訪 問衛生指導料+(43.5%)を請求して いる｡
･ 処置料を請求して いる歯科医療機関で は ､6割以上が｢歯牙疾患の 処置+
(74.4% )｢歯周疾患の 処置+(66.2% )を請求している｡
･ 歯冠修復 ･欠損補綴を請求してい る歯科 医療機関では ､ 7割以上｢義歯修
理+(74.5% )｢有床義歯調整指導+(74.5% )｢欠損稀綴+(73.8% )を請 求して
いる｡
･ 手術料を請求して い る歯科医療機関では ､ 84.0%が｢抜歯+､ 43.1%が
｢口腔 消炎手術+を請求して い る｡
ウ) その 他
･ 訪問歯科診療や訪問歯科衛生指導の 頻度や人数は ､ ｢主に当医院の都
合で行 っ て いる+(38.2%が最も多く､ 次い で｢主に施設側 の希望 に従 っ て
い る+(30.9% )｢話し合っ て決 めて いる+(28.1%の 順 であり､ 歯科医療機関
や施設 によっ て決定方法 が異 なることがうか がえる｡
･ 本人の 意思確認が出来ない場合､ 訪問歯科診療の 受診 に つ いて ､ 本人
の 家族 - の連絡方法 は ､ ｢事前に施設 から必ず連絡して いる+が40.1%と
最も多い ｡ 次 い で｢必要に応 じて施設から事前に連絡して いる+(38.8%)が
多く､ 歯科医療機関から直接連絡をとるケ ー ス は4.4%と1割に満たない ｡
･ 訪 問歯科診療の 場合､ 52.4%と過 半数で施設職員が｢必ず立ち会う+とし
て いる｡ 一 方 ､ 訪 問歯科衛生指導の 場合には ､ 施設職員が｢必ず立ち会
う+の は17.4%に過ぎない ｡
･ 訪 問歯科診療または訪問歯科衛生指導で職員が立ち会う場合､ 立ち会う
職員は ､ ｢看護婦(士)･ 保健婦(士)+が83.3%と圧倒的に多く､ 次い で｢介
護職員+(54.6% )が多い ｡
･ 訪 問歯科診療や訪問歯科衛生指導終了後 ､ 経過や処方 ､ 日常生活の 注
意事項 に つ いて は ､ 52.9%が｢全てにケ ー ス に つ いて伝達している+とし､
44.8% が｢必要なケ ー ス に つ いて伝達して いる+としており､ 殆どの歯科医
療機関が､ 施設職員に対し､ 何らか の 伝達を行っ て いる｡
･ 伝達を受ける施設職員は､ ｢看護婦(士)･ 保健婦(士)+が90.3%と圧倒的に
多く､ 次い で｢介護職員+(54.7%)が多い ｡
･ 訪 問歯科診療の結果の 入所者個人の 施設台帳 - の記入 に つ い ては､
44.8%の 歯科医療機関が｢特に記入してい ない+として いる｡ ｢主な診療結
果を記入している+の は2 4.0% ､ ｢診療を行 っ たことを革入して いる+の は
22.7%であり､ 施設台帳に何らかの 記入を行 っ て いるの は ､ 約 半数であ
る｡
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･ 訪問歯科診療や訪問歯科衛生指導の 医療費(自己負担分)の 受領方法
は ､ ｢事後 に施設側 にまとめ て請求し施設側 からまとめて受 け取る+が
44･8% と最も多く､ 次 いで｢事 後に施設 に個別 に請求し受け取る+(27.1% )
が多い
医療経済研究機構 が 1998年 に行 っ た｢社会福祉施設等に対する歯科訪問診療の
実態調査+で は ､ 全 国の 老 人保健施設 ･ 特別 養護老人ホ ー ム の過 半数の施 設 で訪問
歯科診療が 行われており､ そ の 多くは - 定 の 間隔 で定期 的に 行われ て いた｡ 老人保
健施設と特別養護老人 ホ ー ム で は ､ 高齢者介護施設として の 性格の違い から､ 歯科
医療機関との提携関係や診療形態に違い があっ た｡
訪問歯科診療の 内容は義歯の修理 潤 整などが多く､ エ ン ジ ンやタ ー ビ ンなどの 歯
科用 の診療機材は歯科医院が保有するもの を使用して い る割合が高い 0
訪 問歯科診療を受ける施設側と､ 診療を行う歯科医療機関ともに問題点として ､ ｢活
動 の ため の 予算 ･ 人員 ･ 施設設備が 不十分+､ ｢施設 の経営者､ 専門職 ･本 人 ･ 家族 の
理解を得ることが 困難+(28･8% )､ ｢高齢者歯科医療などに つ い て の歯科医療機関側
の知識 ･ 技術の 不足+をあげてい る点 が注 目される｡
802 0推進財団｢健康 日本 21関連歯科医療施設調査+
① 専門的口腔ケアの 実施率
要介護高齢者 - の 専門的 口腔 ケアを実施 して い る歯科 医院 の 割合 は ､ 在宅
(患家)が 44%､ 介護施設(患家以外)が 18% ､ 医院(院内)が 44%で ､ い ずれか
を実施して い る割合は 62%で あっ た
｡
② 専門的 口腔ケア の項 目別 実施率
調査期間(2004年 2月 1 日 - 29日)における専門的 口腔ケア の 項目別実施率
を図1に示した｡
図1 専門的 口腔ケア1ケ月 デ ー タ､ 各項 目別 にみた実施率(各項目別 ､ 在
宅 ･施設 ･ 院内別)
2 5 %
2 0 %
実 1 5 %
紘
率 1 0 %
5 %
0 %
在 宅 施 設 院 内
Eヨ 治一女 (歯 科 医)
申l 保 健 相貞一(歯 科 医 )
ロ 保 健 相毒称( 衛 生士)
ロ 口 腔 清 掃(歯 鞄 医)
q 口 腔5書掃 (7軒生 士)
囚 摂 食 機 能 ( 歯 栴 医)
資料:8 020推進財団｢健康日本21関連歯科医療施設調査報告書+(2 00 4) p.2 1 図 25から引用
36
項目別 で は歯科医師による歯科治療の 実施率が在宅 ･ 施設 ･ 院内の各区分でも最
も高く､ 歯科保健指導と専門的 口 腔清掃が これ に 次ぎ､ 摂食機能訓練の実施率は
1%前後と低か っ た｡
調査期間中に専門的口腔ケア を行 っ た患者数と回数の分布を項目別 に示したもの
が ､ 表7と表 8 である｡ い ずれの 項 目も偏っ た分布を示している｡
表7 専 門的 口 腔ケア1ケ月 デ ー タ､ 患者数の分布
(各項目別 ､ 在宅 ･ 施設 ･ 院内別)
歯科治療 歯科保健指導 専門的 口腔清掃 摂食機能訓練
歯科医 師
歯科医 歯科衛生 歯科医 歯科衛生 歯科医 歯科衛
節 士 節 士 節 生士
在宅
対象数 2,137 2,137 2,137 2,137 2,137 2,137 2,137
不明 28 28 28 28 28 28 28
平均 0.53 0.21 0.19 0.13 0.18 0.02 0,03
SD 2.85 1.78 1.86 1.95 2.39 0.48 0.71
75%値 0 0 0 0 0 0 0
90%値 1 0 0 0 0 0 0
95%値 2 1 1 0 0 0 0
最大値 69 47 46 86 86 21 32
合計値 1,126 447 410 278 392 52 55
施設
対負数 2,087 2,087 2,087 2,087 2,087 2,087 2,087
不明 78 78 78 78 78 78 78
平均 0.77 0.33 0.39 0.15 0.36 0. 2 0. 3
SD ll.01 5.80 9.70 3.03 5
.44 0.39 0.98
75%値 0 0 0 0 0 0 0
90%値 0 0 0 0 0 0 0
95%値 1 0 0 0 0 0 0
最大値 432 250 432 118 200 12 43
合計値 1,601 682 804 31_9 743 47 71
院内
対象数 2,107 2,107 2,107 2,107 2,107 2,107 2,107
不 明 58 58 58 58 58 58 58
平均 0.74 0.26 0.21 0.20 0.26 0. 1 0. 1
SD 4.93･ 1.80 2.50 ･1.89 3A2 0.15 0.12
75%値 0 0 0 0 0 0■ 0
90%値 2 0 0 0 0 0 0
95%値 3 1 1 1 1 0 0
最大値 ′150 50 100 50 ilo 3 4
合計値 1,555 556 437 414 542 27 ll
※ 2004年 2月分
※ 実施していない場合は ､ 患者数を0として扱った
※ 各統計量は ､ 不明を除い て算出した
資料:80 20推進財団｢健康日本 21関連歯科医療施設調査報告書+(2004) p.21 表 9から引用
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表 8 専門的 口腔ケア1ケ月 デ ー タ､ 診療 回数の分布
(各項目別 ､ 在宅 ･ 施設 ･ 院内別)
歯科治療 歯科保健指導 専門的 口腔清掃 摂食機能訓練
歯科医師
歯科医 歯科衛生 歯科医 歯科衛生 歯科医 歯科衛
節 士 節 士 節 生士
在宅
対負数 2,137 2,137 2,137 2,137 2,137 2,137 2,137
不明 28 28 28 28 28 28 28
平均 1.28 0.40 0.44 0.30 0.48 0. 6 0.05
SD 7.68 4.13 4.96 6.08 7.45 1.29 0.99
75%値 0 0 0 0 0 0 0
90%値 3 0 0 0 0 0 0
95%値 5 1 1 0 0 0 0
最大値 20 110 130 271 301 58 32
合計値 2,731 864 949 631 1,018 1 18 1 3
施設
対象数 2,087 2,087 2,087 2,087 2,087 2,087 2,087
不明 78 78 78 78 78 78 78
平均 1.84 0.38 0.55 0.32 0.82 0. 4 0. 6
SD 30
.
24 5.95 10.57 9.2 7 14.49 0.78 1.16
75%値 0 0 0 0 0 0 0
90%値 0 0 0 0 0 0 0
95%値 4 0 0 0 0 0 0
最大値 1,296 250 432 416 570 29 43
合計値 3,850 790 1, 53 675 1,720 85 121
院内
対象数 2,107 2,107 2,107 2,107 2,107 2,10 7 2,10 7
不 明 58 58 58 58 58 58 58
平均 1.88 0.37 0.28 0.29 0.52 0. 2 0. 2
S D 13.8ケ 2.46 2.76 2.65 10.05 0.26 0.68
75%値 0 0 0 0 0 0 0
90 %値 4 0 0 0 0 0 0
95%値 8 2 1 1 1 0 0
最大値 500 60 100 90 440 6 30
合計値 3,955 790 586 607 i,105 44 48
※ 2 004年 2月分
※ 実施していない場合は ､ 患者数を0として扱っ た
※ 各統計量は ､ 不明を除いて算出した
資料:8 020推進財団｢健康日本 21関連歯科医療施設調査報告書+(20 04) p.21 表 1 0から引用
8020推進財団が 2004年 に 日本歯科医師会 の 一 般会員を対象に行 っ た｢健康日本
21関連歯科医療施設調査+のなかで ､ 在宅( 患家)､ 介護施設(患家以外)､ 医院( 院
内)の いずれか で要介護高齢者 へ の 専門的口腔 ケア を実施して いる割合は 62%であ
つ た｡ 200 4年 2月 に行われた診療回数は ､ 在宅が 0 回から200回 ､ 施設が 0 回から
1296 回 ､ 院内が 0 回から5
■
00回と､ 歯科医療機関によっ て差が大きい ｡ 患者数 ･ 回数
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ともに分布 は大きく偏っ ており､ 約 2 割の歯科医療機関が約 8 割の 患者数 ･ 回数を担
当して いる状況 であっ た｡
3. 要介護高齢者の歯科領域の ケア
1997年 ､1998年 に行 われた医療経済研究機構 の 二 つ の調査は ､ 200年度の 介護
保険制度の 開始に向けて ､ 在宅 および施設 で介護を受けている高齢者に対する訪 問
歯科診療と口腔ケア に対する ニ ー ズと提供状況を把握する調 査で あっ た｡ 要介護高
齢者は ､ 義歯の 調整やう蝕 ･ 歯周病 の治療などの歯科医療に加 えて専門的な 口腔清
掃や摂食機能訓練などの 口腔ケアの ニ ー ズを有して いる｡ また ､ 介護者も要介護高齢
者に対する日常の 口腔ケア に関する知識や技術の習得が 必要と感じている｡ しかし､
在宅 の 要介護高齢者の 約 半数が歯の治療が必要と思うと回答しながら､ 実際に治療
を受けたの は ､ ｢家族が つ きそっ て歯医者 へ 行 っ た+の が38.8%､ ｢歯医者に家にきて
もらっ た+の が14.1% と､ 52.9%に過ぎない ｡
また ､ 高齢者介護施設 の約半数は訪 問歯科診療を受けて いるが､ 協力歯科医療機
関を持 つ 施設 は ､ 老人保健施設で は9割以上あるの に対し､ 特別養護老人ホ ー ムで
は半数に満たない ｡ また､ 訪 問歯科診療で は対応しきれない 場合等 ､ 入所者に歯科
治療 の 必 要がある場合は ､ 老人保健施設 で は｢家族 に依頼し外来診療に連れて い っ
てもらう+が45.1%と最も多く､ 次いで｢施設職員が付き添 っ て外来に連れて いく+
(38.9% )が多い o 一 方 ､ 特別養護老人ホ ー ム で は｢施設職員が付き添 っ て外来診療に
連れて いく+が66.0%と最も多く､ ｢家族に依頼し外来診療に連れてい っ てもらう+の は
5.7%に過ぎない ｡
老人保 健施設 は老人保健 法に基 づ い て創設された病状の安定期にあり入院治療
の 必要は ない が､ リハ ビリテ ー シ ョン ､ 看護 ･ 介護を中心とした医療ケアを必要とする寝
たきり老人等を対象とした施設である｡ また ､ 特別養護老人ホ ー ム の 入所対象者は老
人福祉法により､ ｢身体上または精神上著しい 障害があるため に常時の介護を必要と
し､ か つ ､ 居宅 におい てこれを受 けることが困難なもの+と定められて いる｡ このような施
設 の性格の違い が､ 老人保健施設と特別養護老人ホ ー ム にお ける回答の差として現
れて いるとみられる｡
医療経済研究機構 の 二 つ の 調査と8020推進財団 の歯科医療施設 の 調査から､ 要
介護高齢者の約半数は歯科治療の 必要があると認識して いながら､ 実際に歯科診療
を受けているの はその 約半数であると推定される｡ 要介護高齢者の歯料診療 - の アク
セ シ ビリティを阻害する要因として は ､ ①歯科医療機関 へ の移動手段や 方法の 確保 ､
要介護高齢者の診療に対応 できる医療施設や設備面の 不備とい っ た物理 的な要因 ､
②要介護高齢者 へ の訪 問診療また は院 内での 診療に積極的に対応してい る歯科医
療機関は全体の約2割という受入側 の 要因 ､ ③さらに訪問歯科診療や専門的な 口腔
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ケア に対する施設 の 経営者や専門職 ･本人 ･ 家族の 理解を得ることが 困難という､ 心 理
的な要因が挙げられる｡
①と②は 予算 ･ 人員 ･ 施設設備等､ 制度的対応が 可能 な領域であるが ､ ③の 心理的
な要因に つ い て は ､ 川 南らの 東 京都中野区の在宅ねたきり高齢者を対象とした調査
でも､ 介護を受ける高齢者本人の あきらめや ､ 介護者が 日常の介護 に追われ ､ 口腔 の
ケア に十分対応 できないという状 況が ､ 歯科 保健 ･ 医療 - の ディマ ンドの 阻害要因とし
て 指摘され て いる(川南 1 99 6)o 医療経済研究機構 の 二 つ の 調査と8 020推進財団の
歯科医療施設 の 調査結果 でも､ 同様な指摘があり､ 今後 の 対応が必要 な要因と考え
られる｡
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